
地方議会の環境整備について

日本学術会議 公開シンポジウム「女性の政治参画をどう進めるか？」

【第一部】改正法を活かす

２０２２年３月１３日

永 野 裕 子
（豊島区議会議員・出産議員ネットワーク代表）
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報 告 内 容
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１．議員活動と出産・子育てとの両立のための法規・
環境整備への取組

２．地方議員の出産・子育ての実態調査結果抜粋

３．法規・環境整備は当事者・議会マターで進むか

４．出産・子育てとの両立のために求められる取組



出産議員ネットワーク 設立からの経緯
● 発端は、豊島区議会議員永野ひろ子による全国議会調査

≪調査対象≫

47都道府県、814市区、都内13町村 合計 874議会

回答率100%。

女性の被選挙権ができて以降の議員在任中の出産事例

約160件、該当者が約120~140名と判明。

（地方議会で当選した女性、延べ約２万１千人中）

内、個人特定は約７０名。

2017年12月22日 第1回懇話会

連絡先が特定できた方へ呼びかけ、懇話会開催

・ネットワーク化を確認。

・Facebookに非公開のグループスレッドを開設し、

情報交換を始める。
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「政治分野における男女共同参画推進法案」
第196回通常国会での成立等を要望

「政治分野における女性の参画と活躍を推進する議員連盟」
会長 中川正春 衆院議員へ要望書提出

2018年1月30日

● 国会各政党・議連へのロビー活動実施

９政党を訪問し、「政治分野における男女
共同参画推進法案」の成立と、その議論に
「議員が任期中に出産する場合等の課題につ
いて実態を把握し、必要な支援策を講じる
こと」等を含めた要望書を提出。
→2018/５/23法施行 附帯決議に反映

● 議連定例総会に、地方議会の意見を述べる
ためにオブザーバー参加。
→2021/6/16 改正法に反映
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2018年 2月10日

出産議員等からの相談窓口開設

妊娠中や子育て中の議員、議会事務局等か
らの相談を受ける体制を設ける。
地域別に出産議員の世話人を置き、必要に
応じて医師・弁護士・学識経験者等へつなぐ
体制を整備。

議会で初めて、ただ一人でどこにも相談先
がなかった議員からの出産・子育て等に関す
る相談が多数寄せられネットワークがどんど
ん拡大。
約2年で100名超の当事者ネットワークに。

5

2018/2/16
読売新聞



2018年 8月 9日

「子育て議員連盟」設立

2018/8/9 NHK政治マガジン

子育て中の男性議員や、

子育て中でない議員から
も賛同の声があり、超党
派の子育て議員連盟を設
立。
出産・子育てと議員活動
の両立の法規・環境整備
と、当事者の声を活かし
た実効性のある子育て支
援政策の推進を活動の旨
とする。

現在約１6０名の地域・党
派を超えた議員が参加。
（男性議員約２５％）
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2018年10月10日・12日

全国三議長会へ標準会議規則改正等を要望
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１標準都道府県議会会議規則における出産に
伴う議会の欠席に関する規定について，取
得期間及び運用についての考え方を明確に
示すこと。
２ 同規則において，子の看護休暇に関する規
定を明確に整備すること。
３ 同規則において，配偶者出産休暇の取得を
可能にする規定を明確に整備すること。
４ IPU「ジェンダーに配慮した議会のための
行動」に則った，議会における仕事と家庭
の両立支援のためのインフラ及び議会文化
の整備又は改善に取り組むこと。

以上の規則改正等の必要性を、調査データや関係
法規の逐条解説を用いて説き、論拠をもって要望
と提案を行った。



標準会議規則改正の要望に付した説明
２．子の看護休暇に関する規定を明確に整備すること。
子を養育する議員が、病気・けがをした子の看護のためにまたは子

に健康診断等を受けさせるために休暇が取得できることを、標準都
道府県議会会議規則で明確にすること。
（育児介護休業法では、子の看護休暇についてのより多岐にわたる
項目の具体的明記があるが、議員の職務形態に鑑み特に必要と思わ
れるもののみ明記。）

３．配偶者出産休暇の取得を可能にする規定を明確に整備すること。
「少子化社会対策大綱」（平成27年３月20日閣議決定）では男女

の働き方改革を重点課題の一つに掲げており、「男性の配偶者の出
産直後の休暇取得率」を2020年に80％とすることを数値目標の
一つに定めている。これは、政治の分野においても例外なく取り組
む必要があり、女性活躍と若い世代の政治参画を実現するために必
要不可欠な対応であると考える。

４．ＩＰＵ「ジェンダーに配慮した議会のための行動」に則った、議会に
おける仕事と家庭 の両立支援のためのインフラ及び議会文化
の整備又は改善に取り組むこと。
我が国が加盟するＩＰＵ（列国議会同盟）第１２７回会議で決議され
た 「ジェンダーに配慮した議会のための行動」では、行動計画４にお
いて、「ジェンダーに配慮したインフラ及び議会文化の整備又は改
善」が定められている。このような、民主主義の環境を整える使命は
地方議会においても同様である。

１．標準都道府県議会会議規則における出産に伴う議会の欠席に関す
る規定について、取得期間の運用についての考え方を明確に示すこ
と。
都道府県議会においては、すべての議会の会議規則に議員本人の

出産に伴う欠席に関する規定が設けられている。しかし、実際の運用
面では、議会内外の受け止め方も様々であることから、当事者が妊
娠・出産による休業を躊躇する状況がある。
医学的にみると、妊娠末期には胎児の成長が著しく母体の負担が

大きいことや、後期妊娠中毒症のような疾病を起こしやすく、早産の
危険性も高くなるため、出産前の一定期間は休養をとる必要があると
されている。また、出産後については、妊娠・分娩という大きな生理的
変化を遂げた母体が妊娠前の状態に復するために一定期間を要する
のでその間は休養をとることが必要となる。妊娠及び分娩に伴う母体
の生理的な変化が非妊時の状態に復するまでの期間はいわゆる産褥
期と呼ばれ、通常６～８週間とされており、この期間は国際統計上も
確認されている異論のない期間である。このような事実をもとに、労
働基準法第６５条第２項では、使用者による強制休業期間を設けてい
る。尚、当該規定は、母性保護措置が、働く女性自身の健康のためば
かりではなく、次代を担う国民の健全な育成という観点からも重要な
ものであることに鑑みて制定された規定である。
このような母体の客観的変化及び回復経過は、職業や立場で変わ

るものではなく、すべての母体に当てはまる考え方であることから、
当該期間の休業を当事者の求めにより躊躇なく取得できるよう、議長
会としての見解を明確にされたい。 8
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ジェンダーに配慮した議会のための行動計画（IPU）
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2021年1月27日～2月12日

全国三議長会で相次いで標準会議規則改正。改正
の理由を示した資料と共に各議会へ通知される。

改正の通知に付された資料
には、２団体として要望と共
に示した論点が詳細に解説
された。



約８か月で各項目
８４～８９％の議会で
改正が行われた
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会議規則の改正状況に関する調査集計結果
（全国市議会議長会2021/10/20時点）



2017年全国議会事務局調査

❖調査の対象者 ： 47都道府県、814区市、東京都内13町村

合計 874団体

❖回 収 率 ： 100％

❖調査の実施方法： 豊島区議会事務局を通じてメールにて

エクセル方式の全国の議会事務局へ調査票を送付。

エクセル入力又は書面で回答。

❖調査の実施時期： 2017年９月１日 ～ 同 年 11 月 30 日
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ある  
1 1 0  

1 2 .6 %  

ない 
7 6 4  

8 7 .4 %  

出産・ 育児を行なった所属議員の 
有無別議会数 
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N=874

所属議員の出産事例のある議会

© 永野裕子201813
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規定改正と所属議員の出産との因果関係

産休規定
がある  

8 1  
7 3 .6 %  

産休規定
はない 

2 9  
2 6 .4 %  

出産事例がある議会 

産休規定
がある  
5 3 8  

7 0 .4 %  

産休規定
はない 
2 2 6  

2 9 .6 %  

出産事例がない議会 

© 永野裕子201814
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N=874

© 永野裕子2018
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因果関係が
認められる  

1 5  
1 3 .6 %  

因果関係は
認められな

い 
9 5  

8 6 .4 %  

規定改定が行われた議会における、  
規定改定と所属議員の出産と因果関係 
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N=110

© 永野裕子2018

行われた 
2 3  

2 0 .9 %  

行われてい
ない 
8 7  

7 9 .1 %  

所属議員の出産に伴う 環境整備が 
行われた議会の割合 

N=110



出産議員 アンケート

◆ 調査の対象者： 議員在任中に出産経験のある議員・元議員 １０３名

◆ 回答率： ６５/１０３件 ６３．１０％

◆ 調査の実施方法： Googleフォームを活用したアンケートと書面による補完調

査

◆ 回答はWEB上に直接入力又は、書面

◆ 調査の実施時期： ①２０１８年４月１日～２１日 （Googleフォーム）

②２０１９年８月１日～１０月１５日 （書面）
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5

12

8

26

12

～１か月

１か月

１～２か月

２か月

２か月超

0 5 10 15 20 25 30

産後の復帰時期 （回答６３名）

18



1

1

11

13

14

21

34

40

47

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

一時預かり

支援者

ファミリーサポート

友人

ベビーシッター

認可外保育所

夫（パートナー）

親族

認可保育園

仕事中の子どもの預け先は？ （複数回答：回答６４名）
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2

2

14

39

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

パートタイムとして

自営業と同じ自己証明

フルタイムとして

認可保育園に預けた方に伺います。就労証明書はどのように取得しましたか？
（回答５７名）
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2

6

9

9

10

11

12

40

46

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

支援者

ファミサポ

欠席した

保育所

友人

ベビーシッター

同伴した

夫（パートナー）

親族

早朝・深夜・休日の仕事の際の預け先は？
(複数回答：回答６４名)
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5

1

1

3

5

7

13

20

32

0 5 10 15 20 25 30 35

特になし

政党や団体の公認・推薦を外された

休憩や授乳等への協力が得られなかった

仕事の交代や軽減を希望したが受け入れられなかった

不利益な自宅待機を要求された

役職や委員会配置等に不利益な配置を要求された

辞職を求められたり、示唆するような言動や、選挙に出るなとい

う言動を受けた

妊娠・出産等に伴う休みに対して批判的な言動や、休ませないよ

うな言動を受けた

妊娠・出産等に批判的な言動を受けた

妊娠・出産・育児に際し、不利益と思える扱いを受けたことがありますか？
（複数回答：回答４８名）
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1

1

2

34

40

44

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

特になし

保育園の優先入園

休暇等

議会内の託児所整備

搾乳場所の確保

体調不良の際、休憩する（横になれる）場所の確保

議員任期中の妊娠･出産･育児にあたり、あったら良いと思う議会の環境整備は？
（複数回答：回答６０人）
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考えた

17%

やや考えた

20%

考えない

63%

妊娠期（回答６５名）
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議員を続けられない、次の選挙に立候補しないと考えましたか？

考えた

25%

やや考えた

14%

考えなかった

61%

出産後（回答６４名）



調査結果から見えたこと
・議員の妊娠・出産・子育てに対して、議会が体制整備を行っている事例はごくわずか

・所属議員の妊娠･出産に対して、体制整備が行われなかった事例が多い
→ 議会内の勢力図・選挙での関係性も影響？
・妊娠･出産･育児に際し、不利益を受けたという回答は約９０％
・自身の体のケアや妊婦健診・子の健診や予防接種にも困難が伴っている
・出産間近まで職務にあたり、８割が２か月までに議会復帰という早期の復帰の状況ながら、授乳・搾
乳の場所や休憩スペースもなく心身ともに負担が大きい
・保育所入園手続に必要な就労証明書の取得が難しいことがあったり、早朝･深夜･休日等の職務で
複数の保育手段の確保が必要になるが、その確保に難儀している
・夫以外の親族のサポートに頼っている
・半数弱が妊娠中や出産後に議員を続けられない・次に出馬しないことを考えたことがある

議員自身が妊娠･出産に際し、規則改正や環境整備を働きかけようにも、
身重で孤軍奮闘することが難しい状況が伺えた。
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2019年全国議会事務局調査

❖調査の対象者：

全国の地方議会：47都道府県、815区市、926町村 1788団体

❖回収率 ： 92.90％

（都道府県： 100％ 市区： 99.75％ 町村： 86.60％）

❖調査の実施方法：

豊島区議会事務局を通じてメールでエクセル方式の全国の議会事

務局へ調査票を送付。エクセル入力又は書面で回答。

❖調査の実施時期： ２０１９年 ９月 １日～同年 12月 15日
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貴議会で、議員から保育所入所や学童保育利用申請のための就労
証明書の作成依頼があった場合、 どのように対応されていますか

2%
8%

14%

5%

9%

62%

全 体 １：常勤職扱いで記入し、発行する

２：非常勤職扱いで記入し、発行する

３：記載可能な箇所のみ記入し、発行する

４：在職証明書等を発行する

５：雇用関係にないので、発行しない

６：事例なし議論なし

4%

15%

55%

9%

6%

11%

都道府県
3%

13%

21%

9%
14%

40%

市・区
1%3% 4%1%

4%

87%

町・村

© 永野裕子201927



保育利用申請等のための就労証明書の依頼が
あった場合の対応 全 体 （1662／1788）

回答数 割合
34 2.0%

138 8.3%
228 13.7%
84 5.1%

154 9.3%
1024 61.6%
1662 100.0%

６：事例なし

合　計

区分
１：常勤職扱いで記入し、発行する

２：非常勤職扱いで記入し、発行する

３：記載可能な箇所のみ記入し、発行する

４：在職証明書等を発行する

５：雇用関係にないので、発行しない

議員の仕事と家庭の両立を支援する観点での取組については、
会議規則の欠席条項に出産の文言を入れる改正以外の取組を
行ったという回答は、39件（n=1662）で2.3％に留まった。
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町田市議会親子傍聴室
（議員の子の保育可）



30

当事者と議会への調査から、
● 母子の命の問題として、産前・産後休暇を取得可能にする必要がある
● 議会内の休憩スペース、授乳・搾乳場所の確保が必要である
● 保育の確保に困難が伴っており、授乳期間の子の同伴、保育へのサポートが必要

これらの環境整備は、出産･子育て期の人材の議会参画に直接影響すると思われる。
当事者への配慮という観点のみならず、多様な主体の参画による民主主義の体制整備という観点からも必要な
環境整備である。

環境整備にあたっては、
● 妊娠･出産･育児に関する法規や環境整備は、母体と子の命や人権に係わる問題であり、代替
手段もきかないため、最低限守られるべき共通ルールを設ける必要がある

● 議員自身が議会制度を理解し、論拠を持ってルールメイキングすることに積極的になる
● 議会の自律権は尊重されるべきであるが、議会内の政治的な構図やパワーバランス等が影響
することもあり、命や人権に関わる問題について部分社会の法理では不都合が生じる場合も
あるため、第三者による調整を視野に置く必要があるのではないか

一般に当事者が増えれば当事者のための制度や環境整備が進む傾向もあるが、現状、子育て世代の女性
議員が圧倒的マイノリティであり、議会という特殊な部分社会の力学の中では取組が困難なこともある。
当事者、議会任せでは状況は改善しない。
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ご清聴ありがとうございました


